
様式例（法第28条第1項「前事業年度の活動計算書（定款にその他の事業が揚げられている場合」）

（単位：円）

　
　

１　受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

２　受取寄附金

受取寄附金

施設等受入評価益

３　受取助成金等

受取民間助成金

４　事業収益

５　その他収益

・・・・・

経常収益計

Ⅱ　経常費用

１　事業費

(1)人件費

役員報酬

給料手当

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

講師料

助成金事業謝金

通信費

消耗品費

広告宣伝費

諸会費

旅費交通費

会場賃借料

保険料

支払手数料

その他経費計

4,000 4,000

令和5年度　活動計算書

令和5年4月1日から令和6年3月31日まで

特定非営利活動法人未来育プロジェクト　MeLikeProject　

科　　目
特定非営利活動

に係る事業
その他の事業 合計

141,900 141,900

129,800 129,800

0

0

370,000 370,000

15,600 15,600

0

657,300 0 657,300

0

0

0

0

840,363 0 840,363

123,550 123,550

1,743 1,743

55,000 55,000

48,070 48,070

5,000 5,000

55,920 55,920

21,190 21,190

健全な人間関係 子育てに関する普及、啓発事業収益

販売事業収益 0

366,000 366,000

159,890 159,890

0 0 0

0



事業費計

２　管理費

(1)人件費

役員報酬

給料手当

法定福利費

退職給付費用

福利厚生費

・・・・・

人件費計

(2)その他経費

通信費

消耗品費

広告宣伝費

支払手数料

・・・・・

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ　経常外収益

１　固定資産売却益

受取利息

経常外収益計

Ⅳ　経常外費用

１　過年度損益修正損

・・・・・

経常外費用計

経理区分振替額

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

（備考）

１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。

２　事業費及び管理費は、それぞれ人件費及びその他経費に区分したうえで、形態別に表示する。

３　経常費用の規模（事業費＋管理費）でみた特定非営利活動に係る事業の割合、経常経費額に占

める管理費の割合等は、特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること、営利を目的とし

ないものであることという法定要件への適合性の判断材料となる。

840,363 0 840,363

0

0

0

120,000 120,000

0

10,710 10,710

0

120,000 0 120,000

116,160 116,160

9,793 9,793

17,730 17,730

274,393 0 274,393

1,114,756 0 1,114,756

0

154,393 0 154,393

0

4 4

-457,456 0 -457,456

196,725 0 196,725

0 0 0

-457,452 0 -457,452

0

654,177 654,177

0

0

4 0 4


	活動計算書 (その他事業あり)

